公務労協が官房長官に賃金・労働条件改善等を要請-4月14日

官房長官は「労働基本権回復の必要性は十分認識している」と回答

　公務労協は、14日17時40分から、官邸内で平野官房長官に会い、別紙「要請書」を手交し、公務・公共サービス労働者の賃金・労働条件の改善等を要請した。

　要請には、公務労協から中村議長、徳永・森永・河田各副議長、吉澤事務局長が参加した。

　冒頭、中村議長が次の通り述べ、官房長官に要求事項の実現に向けて最大限努力するよう求めた。

(1) 政権交代から７ヵ月になるが、これまでの長期にわたる自民党を中心とする政権の失政と長期債務等、余りにも大き過ぎる負の遺産のもと、国民生活の安心と安全を確保するための尽力に、改めて敬意を表する。

(2)　一方、雇用情勢をはじめ、現状は引き続き厳しい状況にあり、それを是正するための対処的政策の充実・強化のみならず、内需主導型の社会・経済システムへの転換をはじめ、国民生活と企業活動を支える基盤となる公共サービスの再構築が必要であると認識している。本日は、自民党を中心とする政権のもとでは実現できなかった会見・要請の機会を設けていただいたことに感謝し、要請書のポイントとして２点について申し上げる。

(3) 第１に労働基本権の問題であり、1948年の国家公務員法改正以降、地方公務員を含め60年余にわたって、労働者としての公務員の労働基本権の制約が継続されてきた。政権公約において基本権回復を掲げた民主党を中心とする鳩山政権において、連合や私どもとの率直な協議のもと、一刻も早い具体化を求める。

(4) 第２に、４月23日から行われる事業仕分け第２弾における独立行政法人及び公益法人の見直し、鳩山政権が「一丁目一番地」に位置付けている地域主権改革に伴う出先機関の見直しについて、天下りのあっせんの禁止、補助金改革と財政の透明化、中央集権体制の抜本改革などは必要不可欠だ。一方、これらの機関において、国民のニーズに基づき必要とされる事務・事業に日々必死で奮闘している職員の存在が現にある。そのことに十分に留意され、見直しにあたっては、すべての職員の雇用確保は政府の責任であることを強く求める。

(5) 以上について、官房長官の見解を伺いたい。

　これに対し平野官房長官は次の通り答えた。

(1) 公務員の労働基本権の回復は公務員の皆さんだけでなく連合の皆さんからも要請をいただいており、回復の必要性は十分承知している。また、公務員制度改革を進めるためにも必要との認識に立っている。公務員制度改革だけやって労働基本権の回復はやらないということにはならない。

(2) 事業の仕分けによる独立行政法人や公益法人の見直しにあたっては、国の直轄に戻すのか、廃止するのか、民営化するのかという視点で大胆にやらないとなかなか進まないので、これはやる。その場合、廃止等に伴って雇用の問題が出てくるときはそれに留意することは当然のことだ。もう時間がないので担当の仙谷・枝野両大臣を含めて果敢にやっていく。

(3) 地域主権改革については、基本的には国の出先機関を廃止あるいは果敢に見直す、廃止に向けて見直すという強い姿勢で進めるが、国の出先機関としては廃止するとしても地方の方に統合するということは当然出てくる。完全になくしてしまうというところがどれだけあるかはこれからの検討による。

　回答を受けて中村議長は、「公務労協は、国民生活を支える公共サービスの最前線で、具体的な事務・事業を担っている立場から、従事する労働組合としての社会的責任を果たす所存である。一方、個々の職員は、政治主導への戸惑いと公務員批判のもと、ややもすると萎縮している現状にある。公務員が高いモチベーションを維持し、誇りと自信を持って職務に邁進できるような環境の整備をはかることが重要である。終わりに、私どもとしても改めて鳩山政権に協力していく決意を申し上げ要請を終える」と述べ、官房長官への要請を締めくくった。

